いっせい宣伝例文
２０１４年４月
　こんにちは、日本共産党です。この場をお借りして、しばらくの間、日本共産党の訴えをさせていただきたいと思います。
　安倍政権は４月１日、消費税を８％に引き上げる大増税を強行しました。今年１２月には、来年１０月からの１０％への増税を「最終決断」するとし、消費税の連続増税への暴走につきすすんでいます。
　増税で個人消費はいっそう冷え込み、暮らしも経済もどん底につきおとされます。増税を推進した自民党、公明党、民主党は、消費税の増税分はすべて社会保障に使うと宣伝していますが、実際に社会保障にあてられるのは増税分の１割にすぎません。庶民に増税を押し付ける一方で、安倍政権は大企業にはさらに減税を行うなど、大企業優遇をすすめています。
　日本共産党は、安倍政権の暴挙に厳しく抗議し、国民のみなさんの怒りを結集して消費税大増税路線をストップさせ、暮らしを守るためにがんばります。また、日本共産党は、消費税に頼らない別の道を提案しています。それは、一つは富裕層と大企業に応分の税負担を求め、大型開発や軍事費、原発推進予算、政党助成金など、浪費にメスを入れ、もう一つは大企業の内部留保の一部を活用した賃上げなど国民の所得を増やす政策で日本経済を再生させる道です。
　いま、日本共産党は、消費税増税に反対する署名運動をすすめています。みなさんのご協力をお願いするとともに、消費税に頼らない別の道を提案する日本共産党へのご支持、ご支援をよろしくお願いします。
　みなさん、安倍政権は、日本国憲法の解釈を変更して集団的自衛権の行使容認をすすめようとしています。これは、日本に対する武力攻撃がなくても日本が武力を行使することであり、アメリカといっしょになって海外で戦争することがその狙いです。日本は、過去の侵略戦争の反省の上に戦後、平和憲法をつくり、歴代の政府にこれを守らせてきました。憲法解釈の変更で集団的自衛権を行使できるようになれば、憲法９条は事実上削除され、個人の権利、自由を守るために憲法で権力を制限するという「立憲主義」を否定することになります。
　安倍政権の危険な動きに対して、集団的自衛権行使に反対する世論は急速に広がっています。日本共産党は、平和を愛する国民のみなさんとともに、集団的自衛権の行使を許さないために全力をあげます。
　安倍政権は昨年末、秘密保護法の制定を強行しました。しかし、国民の反対はますます広がっています。映画監督の宮崎駿（はやお）さん、作家の瀬戸内寂聴（じゃくちょう）さん、ジャーナリストの鳥越（とりごえ）俊太郎さん、俳優の菅原文太さんなど、日本共産党の「しんぶん赤旗」には、たくさんの著名な方々が登場し、ハッキリ反対を表明しました。

　国民の知る権利、表現の自由を奪い、何が秘密かも秘密にされる憲法違反の秘密保護法は廃止しかありません。日本共産党は、国民のみなさんと力をあわせて、悪法を撤廃するまでがんばります。日本共産党へのご支持、ご支援をお願いします。また、政治を変える展望を示し、日本共産党の活動を紹介する「しんぶん赤旗」を、ぜひお読みください。

　こんにちは、日本共産党です。

　安倍政権は、いま開かれている国会で労働者派遣法を大改悪し、派遣労働を無制限に拡大しようとしています。これが強行されると、派遣労働者が正社員になる道が閉ざされ、派遣のままずっと使い続けられる事態が押し付けられることになります。また、正社員から派遣への置き換えが大規模にすすみ、賃金引き下げや長時間労働、ブラック企業の横行など労働条件悪化が加速されることになります。
　いま求められているのは、労働者派遣法を派遣労働者保護法に抜本改正し、ブラック企業規制法を制定することです。また、均等待遇のルールをつくり、サービス残業を根絶し、最低賃金を時給１０００円に引き上げることです。
　日本共産党は昨年の参院選での躍進を力に、「ブラック企業」を規制する法案を国会にだし、追及しました。厚生労働省は、世論と日本共産党の追及に押され、企業への立ち入り調査や企業の離職率を公表することを約束しました。日本共産党は今後も、雇用のルール破壊に厳しく反対し、働く人の生活と権利を守るために全力をあげます。

　みなさん、日本共産党は賃金を引き上げて景気回復を！と提案しています。大企業がためこむ内部留保は２７２兆円。そのわずか１％で、月１万円の賃上げができます。安倍首相も、財界に賃上げを働きかけると約束しました。
　日本共産党は、最低賃金の引き上げなど、政府が直接行える、賃上げの政策を実行するよう強くもとめていきます。日本共産党へのご支持、ご支援をお願いします。
　こんにちは、日本共産党です。
　国民の反対を押し切ってＴＰＰ交渉の参加を決め、秘密交渉をすすめる安倍政権・自民党に怒りの声が広がっています。ＴＰＰは、日本の農業に壊滅的打撃をあたえ、地域経済や医療、食の安全も脅かします。
　アメリカの言うままに譲歩を重ね、日本を丸ごと売り渡すＴＰＰ参加は許されません。日本共産党は、「ＴＰＰ反対」の一点で広範な国民の共同を広げるためにがんばっています。
　みなさん、東日本大震災から３年が経ったいまも、被災者の９割が避難生活を続けています。

　日本共産党は、東日本大震災からの復興を、国政の最優先課題として、被災者の生活と生業（なりわい）を再建すること、原発事故への全面賠償と命と暮らしを守る対策を徹底するためにがんばります。
　安倍政権は今月１１日、原発ゼロを求める圧倒的世論にそむき、原発を「重要なベースロード電源」と位置づけ、永久化することを宣言しました。原発事故はいまだに収束しておらず、１３万人を超える人々が避難生活を強いられています。事故原因の究明はなお途上であり、まともな避難計画さえつくられていないのが実態です。新たな「安全神話」による原発再稼働の強行は、断じて認められません。

　いま政治に求められているのは、再稼働を断念し、「即時原発ゼロ」の決断をおこなうことです。日本共産党は、原発の汚染水漏れの解決に全力をあげるとともに、再稼働を許さず、「原発ゼロ」へ再生可能エネルギーへの抜本的転換をすすめます。

　〝福島原発事故を体験した日本こそ、「原発のない世界」への先頭にたつべき〟と訴える日本共産党の「しんぶん赤旗」を、ぜひお読みください。
　みなさん、日本共産党は安倍政権の数々の暴走に反対するとともに、どんな問題でも対案を示し、一致点での共同を積極的にすすめています。そして、国政選挙で躍進し、「財界中心」から「国民の暮らし第一」へ政治の姿勢を根本的に変えるために全力で奮闘します。
　また、来年春には県議選が行われます。県議選をはじめ各自治体の選挙で躍進し、地方から政治を変えるために全力をあげる決意です。どうか日本共産党へのご支持、ご支援をいただきますよう重ねてお願いしまして、この場での訴えを終わらせていただきます。ご協力、ありがとうございました。
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